
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 岐阜県における協議会の設置状況 

 

２ 全国の協議会設置自治体一覧 

 

３ 全国の協議会の立ち上げの事例 

     茨城県取手市                                

    東京都世田谷区 

新潟県佐渡市                               

     

４ 全国の協議会の活動の事例 

石川県能登町 

徳島県三好市・東みよし町 

大分県宇佐市 

 

（以上の出典）消費者庁「消費者安全確保地域協議会(見守りネットワーク)総合情報サイト」 

 

５ 気付きから見守りネットワーク（協議会）による対応の事例 

滋賀県野洲市 

  

（出典）野洲市「市民生活相談課の事業に関する資料集」ほか 

                           

参考資料  

全国の協議会の設置状況・事例 
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１ 岐阜県における協議会の設置状況（令和８年３月時点）
<共通事項>  

人  口：岐阜県人口動態統計調査（令和７年9月１日現在） 

新  規：消費者行政部局が主導して新規に立上げ 

既  存：既存のネットワークを「消費者安全確保地域協議会」として位置付け 

○岐阜市 既存 『岐阜市くらしの安全推進協議会 高齢者安全安心部会』

人 口 392,350人 

設 置 平成28年11月 

事務局 地域安全推進課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
自治会連絡協議会、防犯協会、消費者教育推進地域協議会、社会福祉協議
会、民生委員・児童委員協議会、岐阜駅周辺防犯モデル地区推進委員会、
国際交流協会、青少年育成市民会議、岐阜大学地域協学センター、岐阜中
警察署、小中学校長会 

＜庁内部局＞ 
福祉事務所、市民協働推進部市民相談・消費生活課、消防本部、危機管理
部地域安全推進課 

設置の
効 果

設置の
効 果

・他部署他機関との協力関係の構築。 
・見守り活動の展開に地方消費者行政交付金（消費者庁）を活用。 

通話録音装置を設置する高齢者に補助（補助金の1/2が交付金）。 

活 動
内 容

・全体会議の開催（年１回）。 
特殊詐欺に関する報告を行うなど情報共有を実施。 

○大垣市 新設 『大垣市消費者見守り会議』

人 口 153,547人 

設 置 平成29年12月 

事務局 まちづくり推進課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
連合自治会連絡協議会、かがやきクラブ大垣、くらしのセミナー、社会福祉協
議会、民生・児童委員協議会、介護サービス事業者連絡会、大垣銀行協会、
大垣郵便局、大垣警察署生活安全課、地域包括支援センター 

＜庁内部局＞ 
危機管理部危機管理課、市民活動部まちづくり推進課 

・構成団体との連携強化。 
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・全体会議の開催（年１回）。 
市の消費者行政の取組、詐欺手口の解説と対策、各団体の取組等につい
ての情報交換・協議を実施。 

・消費者庁の消費生活関連情報をまとめて、年４回、構成員に情報提供。 
・消費生活相談窓口と福祉担当部署と密接な連携を実施。   

○本巣市 新設 『本巣市消費者被害防止ネットワーク』

人 口 31,800人 

設 置 平成30年3月 

事務局 総務課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
生活安全推進協議会（連合自治会代表、連合ＰＴＡ会長、消防団筆頭副団
長、老人クラブ連合会会長、青少年育成推進指導員、子ども会育成協議会
会長、民生委員児童委員連合協議会会長、地域安全指導員班長、人権擁護
委員代表、小中学校長会長、幼児園園長会会長、北方警察署生活安全課
長、㈱プライムプレイス モレラ岐阜オペレーションセンター長、社会福祉協議
会、地域包括支援センター 

＜庁内部局＞ 
健康福祉部長寿支援課、総務部総務課 

・構成団体との連携強化。 

・構成団体間で消費者被害等の情報共有。 
・高齢者から相談があった場合、福祉担当課と地域包括支援センターに情報
提供。 

○各務原市 既存 『各務原市生活安全推進協議会』

（令和５年度までは各務原市高齢者包括ケア会議）

人 口 141,104人 

設 置 平成31年２月 

事務局 まちづくり推進課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
自治会連合会長、消防団長、シニアクラブ連合会長、民生委員児童委員協
議会長、岐阜県自転車商協同組合各務原支部長、各務原保護司会長、少年
センター補導委員中学校区代表幹事、コンビニエンスストア等防犯協会会
長、市議会総務常任委員会委員長、各務原警察署生活安全課長、各務原警
察署交通課長、社会福祉協議会地域福祉課長、 

活 動
内 容

設置の
効 果

活 動
内 容
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＜庁内部局＞ 
健康福祉部高齢介護課長、教育委員会事務局青少年教育課長、消防本部
総務課長、市長公室まちづくり推進課 

・市内における相談事例や被害防止に向けた出前講座等の取組を周知し、
意見交換を行うことで、消費者被害防止に向けた各所の連携強化を図るこ
とができる。 

・全体会議の開催（年１回）。 
消費生活、交通安全、防犯等に関する情報共有及び意見交換。 

・市内で被害が多発している消費生活相談に係る事案について、随時、構成
員へ共有。 

○飛騨市 既存 『飛騨市地域ケア会議』

人 口 20,419人 

設 置 令和3年4月 

事務局 総務課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
医師、警察署職員、民生委員・児童委員、社会福祉協議会の職員、市内で各
種福祉サービスを提供する社会福祉法人等の職員、高齢者の 保健医療及
び福祉に関係する活動を行う公益法人、団体等における専門知識を有する
職員、構成員等 

＜庁内部局＞ 
市民福祉部、総務部の職員 

・警察、社会福祉協議会、市民福祉部局等の関係団体と連携や情報共有、協 
力体制がとりやすくなった。 

・見守り等が必要な方に対しての注意喚起や啓発の手段が増えた。 
・相談窓口の周知の手段が増えた。 

・地域ケア会議（年６回）における各団体との情報共有及び情報提供。 
各団体における見守り活動で得た情報の共有、消費者相談窓口での直
近の相談事例や対応方法の共有、消費者行政関連の研修等の周知、相談
窓口・出前講座活用の依頼等。 

○瑞浪市 新設 『瑞浪市消費者安全確保地域協議会』

人 口 35,050人 

設 置 令和５年4月 

事務局 市民協働課 

構成員 ＜庁内部局以外＞ 

設置の
効 果

活 動
内 容

設置の
効 果

活 動
内 容

36



多治見警察署、社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議会、地域包括支
援センター（北部、南部） 

＜庁内部局＞ 
教育委員会、健康福祉部（高齢福祉課、社会福祉課）、みずなみ未来部市民
協働課（消費生活相談） 

・問題事案発見時に協議会の構成員間の迅速かつ円滑な情報共有、連携の
強化を図ることができる。 

・協議会構成員間での個人情報の共有も可能となることから、構成員からの
要請があった場合、消費者被害の急増や重大な被害があった場合等には、
迅速に会議を開催し対応できるため、高齢者等の消費者被害に対し、より

実効性の高い見守りと消費者被害の早期発見や未然防止につながる。 

・全体会議の開催（年１回）。 
市の消費生活相談の現状や高齢者の見守り事業についての報告を行
い、協議会構成員間で消費者被害に対しての共通の認識を共有。 

○可児市 新設 『可児市消費者安全確保地域協議会』

人 口 97,564人 

設 置 令和6年4月 

事務局 商工振興課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
可児警察署、社会福祉協議会、地域包括支援センター、東部地域包括支援
センター、土田地域包括支援センター、帷子地域包括センター、北部地域包
括支援センター、南部地域包括支援センター 

＜庁内部局＞ 
消費生活センター、市民文化部地域協働課、福祉部高齢福祉課・福祉支援
課、こども健康部子育て支援課、経済交流部商工振興課 

・関係機関の連携強化と情報共有が図られること。 

・全体会議の開催（年１回）。 
消費生活トラブルの最新状況や市の消費生活相談の現状についての情
報共有。 

・消費生活相談窓口と福祉担当部署や地域包括支援センターと密接な情報
共有を実施。 

設置の
効 果

活 動
内 容

設置の
効 果

活 動
内 容
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○多治見市 既設 『多治見市生活安全推進協議会』

人 口 101,108人 

設 置 令和７年12月 

事務局 くらし人権課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
区長会長、岐阜県青少年育成推進員、悠光クラブ連合会会長、東濃地区交
通安全協会常任理事、保護司、人権擁護委員、東濃西部地区防犯協会理
事、民生児童委員、多治見警察署生活安全課長、東濃こども相談センター所
長、小中校長会 

＜庁内部局＞ 
危機管理官、建設部課長、高齢福祉課長、教育委員会教育相談室指導主
事、消防本部予防課長、環境文化部くらし人権課 

・消費者保護が明確に協議会の目的の１つとなったことで、より消費者保護
意識が向上し、各団体と相談窓口の連携が強化された。 

・全体会議の開催（年２回） 
消費生活相談員から相談件数や、相談事例、啓発活動の内容など消費生 
活関係の情報共有。 

協議会設置市 

８団体／42団体 
バー 1人口カ 率 5 ％

設置の
効 果

活 動
内 容
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設置の
効 果

活 動
内 容

●岐阜県 新設 『岐阜県消費者安全確保地域協議会』

人 口 1,897,676人 

設 置 令和7年8月 

事務局 県民生活課 

構成員 

＜庁内部局以外＞ 
（教育・法曹・メディア） 

国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学（※会長）、愛知産業大学、高等
学校長協会、小中学校長会、弁護士会、岐阜新聞社、中日新聞岐阜支社 

（事業者） 
全国農業協同組合連合会岐阜県本部、商工会連合会、商工会議所連合会、
卸売市場連合会、金融広報委員会、商店街振興組合連合会、日本郵便東海
支社 

（消費生活） 
消費者ネットワーク岐阜、生活学校連絡協議会、生活協同組合連合会、日本
労働組合総連合会岐阜県連合会、地域女性団体協議会 

（福祉） 
社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、社会福祉士会、居宅介護支援
事業協議会、老人クラブ連合会、身体障害者福祉協会 

（市町村） 
各務原市（市長会長の市）、大野町（町村会長の町） 

＜庁内部局＞ 
健康福祉部地域福祉課・高齢福祉課・障害福祉課、警察本部生活安全総務
課、環境エネルギー生活部県民生活課・県民生活相談センター 

※協議会には環境エネルギー生活部長が出席 
※各務原市と大野町以外の40市町村、県の西濃・揖斐・中濃・可茂・東濃・

恵那・飛騨県事務所はオブザーバーとして参加 

・市町村への情報提供等による市町村の協議会の設置促進。 
・県単位の福祉・医療団体への説明等を通じた、市町村の福祉団体の協議
会の理解の促進。 

・全体会議（年３回）。 
・市町村訪問を通じた状況把握、意見交換（20市町村）。 
・福祉・医療の団体・関係者への説明（18回）。 
・消費者被害防止を防止するための見守りハンドブックの作成。 
・まごのて通信の配信（毎月）。 
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２ 全国の協議会設置自治体一覧 

 

３ 全国の協議会の立ち上げの事例 

 

４ 全国の協議会の活動の事例 
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